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研究成果の概要（和文）：いじめや不登校といった問題に象徴されるように、中学生は発達段階の中でも最も危
機的な時期である。本研究では小学校で２年間のソーシャルスキル教育(SSE)を実施したことが、中学生になっ
た時の学校適応力の向上につながるかを検討した。その結果、SSEを受けた生徒は受けていない生徒と比べ、あ
いさつをする、コンピテンスが低下していない、攻撃的では無いといった特徴が見られた。つまり、SSEが学校
適応に貢献することが実証された。

研究成果の概要（英文）：As it is symbolized in such problems as bullying and school refusal, the 
junior high school students are in the most critical stage in their development.In this study, we 
conducted Social Skills Education ( SSE ) in a public elementary school for two years.Follow-up 
surveies were done when 5 and 6 graders participated in SSE became junior high school students.We 
made a comparison of school adjustment level between the students who participated in SSE and those 
who didn't.It is showed that those who participated in SSE scored better in such school adjustment 
as the greeting skill, the self competence and non-aggressiveness.As a result, it was proved that 
SSE contributed to promote school adjustment.

研究分野：心理学

キーワード： ソーシャルスキル教育　学校適応　縦断研究　中１ギャップの予防
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 

 学校現場においてはいじめや不登校といっ

た問題が依然として存在しており、繰り返し

報道されているいじめによる自殺事件はその

深刻さを伝えている。文部科学省(2008)の調

査によると、いじめの認知件数は小学校高学

年から増え始め、中学校１・２年生でピーク

となる。同調査の学年別不登校児童生徒数を

見ると、小学校低・中学年では少ないが、高学

年から徐々に増え続け、中学校３年生でピー

クを迎える。つまり、思春期は発達段階の中

でも最も危機的な時期であり、この時期の子

どもにこそ学校適応能力を向上させるための

心理教育プログラムが必要である。そこで，

本研究では，大対ら(2007)の学校適応アセス

メントのための三水準モデルを理論的背景と

し，ソーシャルスキル教育(以下，SSE)を介入

技法とした心理教育プログラム(以下，プログ

ラム)を開発および実施し，その効果を確認す

ることを目的とする。SSE とは，学校で教師が

子どもにソーシャルスキルを意図的に教える

教育活動である。ソーシャルスキルの不足は，

対人関係における不適応の要因であり，学校

不適応の要因にもなることが分かっている。

したがって，学校適応力を向上させるために

は，ソーシャルスキルの習得が不可欠である。 

 

２．研究の目的 

 本研究の目的は次の２点であった。 

（１）小学生１年生から６年生までを対象と

して、SSE を２年間継続的に実施する。特に高

学年の子どもに注目し，彼・彼女らが中学校

へ入学した後の学校適応状況を追跡調査し，

SSE の効果を検討する。そのため，SSE の効果

測定は介入前、途中、介入終了後，さらにその

半年後と縦断的にデータを収集し、その効果

を検討する必要がある。 

（２）学校現場の教師が活用できるプログラ

ムを開発することである。プログラムを実施

する上で必要となる年間指導計画、アセスメ

ントシート、SSE の指導案、必要な教材なども

開発する。 

 

３．研究の方法 

 本研究では次の３つの方法を採用した。 

（１）心理尺度法によって，小学校１年生～

中学校３年生を対象に横断調査を行い，ソー

シャルスキル，コンピテンス，ソーシャルサ

ポートなどの発達差の有無について検討した。

この結果は，SSE の効果測定をする際に，学年

差を考慮する必要があるかどうかを判断する

際の参考材料となる。 

（２）ソーシャルスキルと感情スキルを学習

対象とした SSE を公立小学校１校(Ａ小学校

とする)で実施した。実施期間は H26 年度と

H27 年度の２年間であった。 

H26 年度から H28 年度までの２年間半の間

にアンケート調査を複数回行い，SSE が児童

のソーシャルスキルと感情スキルの習得の促

進に与えた効果について検討した。 

（３）H26 年度と H27 年度にＡ小学校に在籍

した子どもが卒業し，学区内の公立中学校(Ｂ

中学校とする)へ進学した生徒を対象に質問

紙調査を行った。Ａ小学校で SSE を受けた子

どもと他小学校出身で SSE を受けていない子

どもを比較し，中学校生活におけるソーシャ

ルスキル，コンピテンスなど学校適応状況に

ついて比較した。 

 本研究で用いた従属変数は，SSE の目標ス

キルであるあいさつスキル，聴き方・話し方

スキル，感謝スキルを測定する尺度(筆者らが

作成)，嶋田(1996)の児童用ソーシャルスキル

尺度の攻撃性，向社会性，引っ込み思案の３

つの因子，桜井(1992)の児童用コンピテンス

尺度の学習，運動，社会，自己価値の４つの因

子，藤枝・相川(2014)の児童用ソーシャルサ

ポート尺度，Ａ小学校の校長が指定した自己

肯定感を測定する項目，三島(2006）の児童用

学校適応感尺度であった。回答は「４：はい」

「３：どちらかといえばはい」「２：どちらか

といえばいいえ」「４：いいえ」の 4 件法を

採用した。 

 

４．研究成果 

本研究の研究成果を話題毎に報告する。 

（１）介入前時点における小学校 1 年生から

中学校３年生の各変数の発達差の検討 

SSE開始前の事前時点における，各従属変数

について，学年間の差の有無を検討した。 

①ソーシャルスキルの学年差について 

まず，SSEにおける学習目標スキルはあいさ

つスキル，感謝スキル，聴く＆話すスキルで

あった。あいさつスキルと聴く＆話すスキル

については，中学生と小学生という学校段階



の間に有意差があった。しかし，小学校の６

学年の間には有意差は見られなかった。感謝

スキルにおいてはいずれの学年間でも有意差

は見られなかった。 

攻撃性，向社会性，引っ込み思案の３つの

ソーシャルスキルに関しても，同様の結果で

あった。 

②コンピテンスの学年差について 

 児童のコンピテンスを測定するために，児

童用コンピテンス尺度を用いた。この尺度は

学習，運動，社会，自己価値の４因子で構成さ

れている。学習と運動の結果は，学年の進行

と共に，得点が下がっていくことが明らかに

なった。社会の結果は，小学校１年生～中学

校３年生までの９年間に差は無かった。自己

価値の結果は，小学生の得点が中学生よりも

有意に高かった。 

③ソーシャルサポート，自己肯定感，学校適

応感の結果 

 ソーシャルサポートと学校適応感について

は，小学校１年生～中学校３年生までの９年

間に差は無かった。自己肯定感では，中学２

年生に特徴が見られ，他学年よりも中学２年

生が有意に低かった。この結果に対する解釈

であるが，中２という時期の特徴なのか，調

査を実施した年度の中２固有の特徴なのかは

不明である。 

（２）SSE を受けた子どもの中学校進学後の

学校適応状況について 

 Ａ小学校在籍時に SSE を受けた子どもと他

小学校出身で SSE を受けていない子どもを比

較し，中学校生活におけるソーシャルスキル

の習得状況や学校生活への適応状況などを検

討した。対象はＢ中学校の H27 年度と H28 年

度の入学者であった。年度毎に結果を記載す

る。 

①H27 年度の B中学校入学者について 

入学者数は 98 名であり，SSE を受けたＡ小

学校出身者 10名を実験群，他小学校出身者 88

名を統制群とした。翌年，彼らが２年生に進

級した時点の在籍数は 101 名であり、Ａ小学

校出身者 10 名，他小学校出身者 91 名であっ

た。 

アンケート調査は H27 年 7 月(第１回)、H28

年３月(第２回)と H28 年 10 月(第３回)の計

３回行われた。調査はクラス毎に行われ，学

級担任が配布と回収を行った。 

分析対象は３回の調査全てに回答した生徒

82 名(実験群９名，統制群 73 名)であった。各

従属変数の値について回数(３回)×出身校

(Ａ小学校または他小学校)の混合分散分析を

行ったが交互作用，主効果共に見られなかっ

た。 

ただし，実験群の被験者数が９名と少なか

ったことを考慮する必要がある。そこで，Ａ

小学校とそれ以外の小学校の出身毎に各従属

変数について３回の平均値間に差があるかを

検討するために被験者内一要因分散分析を行

った。統制群のあいさつスキルにおいて有意

傾向差があり，第３回＜第１回であった。ま

た、児童用コンピテンス尺度の運動因子にお

いて有意差が見られ、第２回と第３回＜第１

回であった。自己価値因子においても有意差

があり、第３回＜第１回であった。他方、実験

群においては得点の有意な低下は起きていな

かった。したがって、上記の３つに関しては、

統制群の子どもの得点は時間の経過と共に低

下していたが、SSE を受講した実験群の子ど

もは入学時の水準を維持していたと言える。

あいさつは毎日行うべきことであり、人間関

係づくりの基本である。横断研究から、児童

期の子どもと比べて思春期の子どもの自己肯

定感は低いことが明らかにされている(久芳

ら, 2007)。それだけに、小学校における SSE

の実施が中学校入学後の学校適応に望ましい

影響を与え得ることを実証した点は本研究の

成果と言える。 

②H28 年度のＢ中学校入学者について 

入学者数は 95 名であり、Ａ小出身者 10 名

を実験群，他小出身者 85 名を統制群とした。

実験群の子どもら H26、27 年の２年間 SSE を

受けていた。 

調査時期は H28 年 10 月であった。調査はク

ラス毎に行われ，担任教師が回答方法を教示

し、配布と回収を行った。 

分析対象は 76 名(実験群 10 名，統制群 66

名)であった。H28 年 10 月時点における各従

属変数の値について t 検定による群間比較を

行った。その結果，児童用ソーシャルスキル

尺度の攻撃性に関して有意傾向差が見られ、

実験群が統制群よりも攻撃的ではなかった。

引っ込み思案に関しても有意差があり，実験

群が統制群よりも引っ込み思案であった。つ

まり、実験群の生徒は統制群よりも、攻撃的



では無く，穏やか（控えめ）な学校生活を送っ

ていると言える。 

（３）３つの目標スキルを取り上げた SSE の

効果に関する縦断的検討 

ここでは，２年間にわたって実施した SSE

の効果を報告する。 

効果測定の回数と時期は，H26 年度の 1 学

期の事前調査から H28 年度の２学期のフォロ

ーアップ調査まで計６回行った。この６回分

の回答のうち，事前調査の第１回と事後調査

の第５回とフォローアップの第６回に注目し

て分析および考察する。 

既述のように，事前調査時点における３つ

の目標スキルの得点において，小学校６年間

の発達差は無かった。したがって，６学年分

を一括して分析することも可能である。しか

し，縦断調査であるゆえに，調査回数は学年

によって異なっていた。６回の調査全てに回

答したのは１年生～４年生であった。そこで

この４学年は一括して分析する。５年生はH27

年度に卒業したことから調査への回答は５回

であった。６年生は H26 年度に卒業したこと

から，調査へ回答したのは３回であった。以

上より，Ａ小学校の子どもを１年生～４年生，

５年生，６年生の３つのグループに分けて分

析を行う。分析は被験者内の１要因分散分析

を行った。紙幅の関係から，SSE の目標スキル

のうち，効果が確認された場合のみ，その結

果を記載する。  

①１年生～４年生の結果 

いずれの従属変数においても SSE の効果は

確認されなかった。 

②５年生および６年生の結果 

いずれの従属変数においても SSE の効果は

確認されなかった。 

Ａ小学校は公立である故に，様々な子ども

が在籍している。つまり，１つのクラスには，

ソーシャルスキルが高い子どももいれば，低

い子どももいる。同様に，SSE を受けた結果，

変化があった子どもも，変化が少なかった子

どももいる。したがって，全員を対象として

分析をした場合，SSE の効果が相殺され，現れ

にくかったと考えられる。 

（４）３つの目標スキルの下位群のみを対象

とした SSE の効果に関する縦断的検討 

 既述の通り，学級には，元々ソーシャルス

キルを身につけている子がいる一方で，ソー

シャルスキルが未熟な子どももいる。藤枝・

相川(2001)，藤枝(2006)は学級内でもソーシ

ャルスキルが未熟な子どもに注目して SSE の

効果を測定した。その理由は，①彼らこそ，ソ

ーシャルスキルを早急に身につける必要があ

る，②学級全体を分析対象とした場合，天井

効果が生じ，効果の判定が困難だからである。

本研究もこの指摘にならい，目標スキルの事

前時点における得点が相対的に低い子ども

（下位群とする）に焦点を当てた上で，SSE の

効果を分析する。分析内容，方法，対象は（３）

と同じである。統計的な検定に耐えうる人数

を確保することを考慮した上で，各目標スキ

ル得点について平均値－0.5×SD 以下の子ど

もを下位群とした。この基準にしたがって，

従属変数毎に低群を抽出し，分析をおこなう。 

①１年生～４年生の結果 

SSE の３つの目標スキルのなかで，有意な効

果が見られたのはあいさつスキルと話し方・

聴き方スキルであった。 

①-1 あいさつスキル低群の結果 

あいさつスキルの６回の平均値間の差を比

較したところ，有意な主効果が見られ，多重

比較(Bonferroni の方法)の結果，事前＜事

後１，事後２，事後３であった。また，事後

４＜事後３であった。あいさつスキル低群の

子どもの聴き方・話し方スキルにおいても有

意差が見られ，多重比較の結果，事前と事後

１＜事後３であった。 

①-2 聴き方・話し方スキル低群の結果 

 聴き方・話し方スキルの６回の平均値間に

差があるかを検討した結果，有意差が見られ

多重比較の結果，事前＜事後１，事後２，事

後３，事後４，事後５（フォローアップ）で

あった。また，事後１＜事後２，事後３，事

後４，事後５（フォローアップ）であった。 

①-3 感謝スキル低群の結果 

 感謝スキルの６回の平均値間に差があるか

を検討した結果，有意差が見られ，多重比較

の結果，事前＜事後１，事後２，事後３，事後

４，事後５であった。 

②５年生の結果 

②-1 あいさつスキル低群の結果 

 あいさつスキルそのものの変化は見られな

かった。この群の感謝スキルの５回の平均値

間に差があるかを検討した結果，有意差が見

られ、多重比較の結果，事前＜事後３であっ



た。 

②-2 聴き方・話し方スキル低群の結果 

 聴き方・話し方スキルの５回の平均値間に

差があるかを検討した結果，有意差が見られ

たので、多重比較をした結果，事前＜事後１，

事後２，事後４であった。また、事前＜事後３

の傾向差が見られた。 

②-3 感謝スキル低群の結果 

 感謝スキル得点の５回の平均値間に差があ

るかを検討した結果，有意差が見られ、多重

比較の結果，事前＜事後２、また、事前＜事後

４であった。 

③６年生の結果 

③-1 あいさつスキル低群の結果 

 あいさつスキルの３回の平均値間に差があ

るかを検討した結果，有意差が見られ、多重

比較の結果，事前＜事後２であった。 

③-2 聴き方・話し方スキル低群の結果 

 聴き方・話し方スキルの３回の平均値間に

差があるかを検討した結果，有意差が見られ、

多重比較(Bonferroni の方法)の結果，事前＜

事後１および事後２であった。 

③-3 感謝スキル低群の結果 

 感謝スキルそのものの変化は見られなかっ

た。聴き方・話し方スキルの３回の平均値間

に差があるかを検討した結果，有意差が見ら

れ、多重比較の結果，事前＜事後２であった。 

以上より，クラス内でソーシャルスキルが

未獲得の子どもたちに焦点を当てた分析結果

より，SSE の効果がほぼ確認された。 

（５）感情スキルを取り上げた SSE の効果に

関する縦断的検討 

H26年度２学期より，Ａ小学校の全クラスで

感情スキルを学習目標とした SSE を実施した。

児童の感情スキルを測定する尺度は見当たら

なかったことから，新たに開発し，児童用過

剰ソーシャルスキル測定尺度と命名した。開

発した児童用感情スキル測定尺度の回答対象

はＡ小学校の３年生から６年生であった。平

成 26 年 10 月に事前調査を行い、事後調査１

は平成 27 年３月に、事後調査２は平成 27 年

７月に、事後調査３は平成 28 年３月に、事後

調査４(フォローアップ)は平成 28 年 10 月に

行われた。なお、児童用感情スキル測定尺度

は感情覚知、他者感情理解、感情制御、感情表

出の４つの下位尺度から構成されている。 

①事前調査時点における，感情スキルの学年

差の検討 

 ４つの下位尺度の事前時点における学年毎

の平均得点を従属変数として学年間の比較を

行った。感情覚知は５年生と６年生＜４年生

であった。３年生と４年生の間には有意差は

無かった。他者感情理解は３年生＜４年生の

有意傾向差であった。感情制御は３年生＜４

年生と６年生であった。感情表出は５年生＜

４年生の傾向差であった。 

②感情スキルを取り上げた SSE の効果に関す

る検討 

上記①の分析結果を踏まえて，感情覚知と

感情表出に関しては３，４年生を一括して分

析する。他者感情理解と感情制御に関しては

３年生と４年生をそれぞれ分析する。既述の

通り、５年生と６年生は介入期間の途中で卒

業したことから調査への回答回数が異なるの

で、学年毎に分析する。 

②－１ 感情覚知の結果 

 ３，４年生においては SSE の効果は見られ

なかった。５年生では，SSE の効果が見られ，

事前よりも事後１，事後２，事後３がそれぞ

れ有意に高かった。6 年生においては有意傾

向差が見られ，事前＜事後１であった。 

②－２ 他者感情理解の結果 

 ３年生においては有意な効果が確認でき 

た。事前＜事後４（フォローアップ）であっ

た。５年生においても同様の結果が見られ，

事前＜事後１，事後２，事後３であった。 

②－３ 感情制御の結果 

 ３年生において，SSE の有意な効果が認め

られ，事前＜事後４（フォローアップ）であ

った。５年生においても，SSE の有意な効果

が認められ，事前＜事後３と事後４（フォロ

ーアップ）であった。 

②－４ 感情表出の結果 

 ３年生と４年生を一括して分析した結果，

SSE の有意な効果が認められ，事前＜事後４

（フォローアップ）であった。５年生におい

ても，SSE の有意な効果が認められ，事前＜

事後４（フォローアップ）であった。 

（６）教材開発 

 本研究では SSE を進める過程で、指導案や

ワークシートなどの授業教材と教室掲示用ポ

スターや保護者への配布プリントなどを開発

し、実際に使用した。子ども、教師、保護者か

らは「分かりやすい」「やってみようという気



になった」といった反応があった。下記は SSE

の目標スキルのポスターである。 
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